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入札公告 
 
次のとおり一般競争入札に付します。 
令和３年９月３日 
 

国立大学法人信州大学 
契約担当役 

理 事   小宮山 啓太郎 
 

１ 一般競争入札に付する事項 
 
（１）事業概要 
１）事業名称 

信州大学松本キャンパス駐車場整備等事業 
２）事業に供される施設等の種類 

駐車場施設 
３）事業目的 

信州大学松本キャンパスでは駐車場数が不足していることから構内に仮設駐車場を設け

ているが、大学構内に車両が溢れている状態となっており安全･安心な環境を確保するこ

とに苦慮している。立体駐車場整備を行い、現在、構内にある仮設駐車場を廃止し、構内

へ入構する車を削減することにより、学生、教職員及び大学利用者の交通に関する安全・

安心な環境の確保を図る。 
ついては、本学にふさわしい新たな駐車場整備等事業を広く民間から自由な発想による

優れた提案を求めるため、技術提案書を受け付け、価格と価格以外の要素を総合的に評価

して落札者を決定する総合評価一般競争入札方式により実施する。 
４）事業方式 

本事業は、入札説明書の定めに従って本事業を行う者として、開札の結果、事業者と選

定された民間事業者（以下「選定事業者」という。）が、自らの資金で立体駐車場及びこ

れに附帯する設備等の設計及び建設（既存の平面駐車場の改変を含む）を行った後、本学

にその所有権を無償で移転し、その後一定の期間中に施設等の維持管理及び構内駐車場運

営を行う負担付寄附による BTO 方式（Build,Transfer,Operate）により実施する。 
本事業は、選定事業者が負担する費用のうち、施設の設計、建設に係る費用については、

事業契約書の規定に定められる額を供用開始後に割賦方式により選定事業者に支払う。ま

た、施設の維持管理に係る費用については、事業期間に渡り選定事業者に支払うサービス

購入事業としての実施を前提とする。支払い方法については事業契約書（案）にて提示す

る。対象となる事業の範囲は次のとおりであり、具体的な業務の範囲及び内容については

要求水準書に示す。 
５）事業の範囲 
①設計 
・事前調査及びその関連業務 
・立体駐車場及びこれに駐車管制設備等の附帯する設備及び工作物（以下あわせて「立体
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駐車場」という。）に係る計画・設計 
・既存の平面駐車場の改変に係る計画・設計 
・周辺家屋影響調査 
・電波障害調査 
・建設工事開始までに必要な関連手続き（各種申請業務等） 
・その他これらを実施する上で必要な関連業務 
②建設 
・立体駐車場の建設、既設ゲート撤去及び駐車管制設備等の附帯設備の設置 
・既存平面駐車場の改変 
・工事監理業務 
・周辺環境対応、対策 
・立体駐車場及び既存平面駐車場（以下「本駐車場」という。）運用開始までに必要な関

連手続き（各種申請業務等） 
・その他これらを実施する上で必要な関連業務 
③維持管理 
・本駐車場の維持管理（国立大学法人信州大学松本キャンパス構内駐車場維持管理・運営

等業務仕様書【別添資料７】（以下「駐車場業務仕様書」という。）を参照） 
④運営 
・本駐車場の運営（駐車場業務仕様書を参照） 
⑤ その他の業務 
・本学への施設の引渡し（立体駐車場完成後） 
６）事業期間 

契約締結の日から、立体駐車場の供用開始（令和５年４月１日予定）２０年後（令和２

５年３月３１日予定）までとする。 
７）事業スケジュール 
① 設計、建設期間 

令和５年４月１日までに供用開始が可能な期間で、選定事業者の提案による。 
但し工事着手日は令和４年４月１日～令和４年６月１日を予定とする。 

② 供用開始日 
令和５年４月１日を見込んでいる。 

③ 維持管理、運営期間  
令和５年４月１日から２０年とする。 

（上記①～③の日程については松本市からの計画通知等の期間により変わる可能性があり、

変更があった場合は、随時本学と協議を行うものとする。） 
８）立体駐車場等の立地及び規模 
① 立地に関する事項 

建設場所  長野県松本市旭２丁目１１ 
全体敷地面積 313,913 ㎡ 
用途地域  第２種住居地域（※） 
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建ペイ率  60％ 
容積率  200％ 

※建設場所の用途地域は現在第１種中高層住居専用地域であるが、令和３年９月２日の松

本市都市計画審議会にて第２種住居地域に用途変更されることが承認され、今後、松本市

は地区計画の決定と同時に都市計画の決定、変更手続きに入る方針。 
地区計画に関しては、国土交通大臣の承認を経て令和３年１２月の議会に議案書が提出

される予定。 
② 施設に関する事項 
・立体駐車場    

形式     自走式立体駐車場 
駐車台数   ７６０～８２０台 ※ 
構造      ＲＣ造、Ｓ造又はＳＲＣ造（選定事業者の提案による） 

 規模       ４層５段（屋上階等に融雪設備を備える） 
・既存平面駐車場 
 形式      平面駐車場（立体駐車場建設に伴う改変工事） 
 駐車台数     ５０～１５０台 ※ 
※駐車台数については規模の目安であり、立体駐車場は既存平面駐車場をできるだけ活用

した効率的な規模とし、合算で８２０～９２０台を想定している。詳細は要求水準書を参

照すること。 
９）事業の入札に関する事項 

本事業は、競争参加資格確認申請書（以下「申請書」という。）、競争参加資格確認申

請書類等の提出及び入札等を電子入札システムにより行う。電子入札は、文部科学省電子

入札システムホームページ(https://portal.ebid02.mext.go.jp/top/)の電子入札システムによ

り、文部科学省電子入札の利用規程及び運用基準に基づき行う。なお、紙入札方式での申

請・参加は原則認めない。ただし応札者にやむを得ない事情がある場合は、紙入札方式参

加承諾願を、契約担当役に対し、持参又は郵送（書留郵便等の配達記録が残るものに限る。

提出期限内必着。）により提出することにより特別に認めるものとする。 
 本事業の入札は一般競争入札方式及び総合評価落札方式で行う。なお、電子入札システ

ムにおいては施工体制確認型総合評価落札方式の機能を利用（標準点＋加算点登録時に基

礎審査の評価点を登録し、施工体制評価点登録時に定量的審査の評価点を登録）して実施

するものとする。 
 
（２）その他事業概要に関する事項 
１）駐車場利用料金の設定 

立体駐車場及び既存平面駐車場（以下あわせて「本駐車場」という。）の利用料金は、

信州大学諸料金規程に定められた料金によるものとする。なお、駐車場料金の変更につい

ては、本学が決定し選定事業者に速やかに通知するものとする。 
 
 

https://portal.ebid02.mext.go.jp/top/
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２ 一般競争入札に参加する者に必要な資格に関する事項 
 
（１）参加資格確認申請書等の受付期間  

令和３年９月２１日（火）～９月２８日（火）まで  
（土曜日、日曜日及び休日を除く。）の午前８時３０分から午後５時まで 

 
（２）入札参加者の構成等 

入札参加者の構成等については、次のとおりとする。 
１）入札参加者は、単独企業（以下「入札参加企業」という。）又は複数の企業で構成さ

れるグループ（以下「入札参加グループ」という。）とする。なお、入札参加グループを

構成する企業（以下「入札参加グループの構成員」という。）の中から入札参加手続きを

代表して行い対応窓口となる企業（以下「代表企業」という。）を定めるものとする。 
また、本事業に参加を希望する入札参加グループの代表企業が電子入札システムへの参

加ができず、その入札参加グループの構成員の中に電子入札システムへ参加できる者がい

た場合は、その構成員が代表して電子入札システムへ参加しても良いものとする。 
なお、「特定目的会社による特定資産の流動化に関する法律」に基づく特定目的会社を

設立する場合には、８．により契約締結前の協議による。 
２）入札参加者は、入札参加企業又は入札参加グループの構成員のそれぞれが本事業の遂

行上果たす役割を参加資格確認申請書及び参加資格確認資料（以下「参加資格確認申請書

等」という。）の提出時において明らかにすること。 
３）入札参加者は、入札参加企業又は入札参加グループの構成員以外の者で、選定事業者

から直接業務を委託し、又は請け負うことを予定している者（以下「協力会社」という。）

についても、参加資格確認申請書等提出時において協力会社として明らかにすること。 
４）入札参加グループの構成員及び協力会社の変更は、原則として認めない。ただし、や

むを得ない事情が生じた場合は、本学と協議を行うこととし、協議の結果、本学が妥当と

認めた場合には、代表企業以外の入札参加グループの構成員及び協力会社を、参加資格の

確認を受けた上で提案書類の提出期限までに変更及び追加することができる。 
５）入札参加企業、入札参加グループの構成員及び協力会社は、他の入札参加企業又は入

札参加グループの構成員又は協力会社になることはできない。 
 
（３）入札参加企業、入札参加グループの構成員及び協力会社の参加要件 

入札参加企業、入札参加グループの構成員及び協力会社のいずれも、以下の要件を満た

すこと。 
１）国立大学法人信州大学契約事務取扱規程第５条及び第６条に規定される次の事項に該

当しない者であること。 
ア 契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ないもの。 
イ 以下の各号のいずれかに該当すると認められたときから定められた期間（３年以内）

を経過していないもの（これを代理人、支配人その他の使用人として使用する者について

もまた同様とする。）。 
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a 契約の履行に当たり、故意に工事若しくは製造を粗雑にし、又は物件の品質若しくは

数量に関して不正の行為をしたとき。 
b 公正な競争の執行を妨げたとき又は公正な価格を害し、若しくは不正な利益を得るた

めに連合したとき。 
c 選定事業者が契約を結ぶこと又は契約者が契約を履行することを妨げたとき。 
d 監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げたとき。 
e 正当な理由なく、契約を履行しなかったとき。 
f この項（この号を除く。）の規定により一般競争に参加できないとされている者を契

約の締結又は契約の履行に当たり、代理人、支配人その他の使用人として使用したとき。 
２）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てがなされて

いない者、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てがな

されていない者、会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成１７年法律第

８７号）により、なお従前の例によることとされる会社の整理に関する事件に係る同法に

よる改正前の商法（明治３２年法律第４８号）第３８１条第１項の規定による会社の整理

開始の申立てがなされていない者、整理開始を命ぜられていない者、若しくは破産法（平

成１６年法律第７５号）に基づき破産手続開始の申立てがなされていない者、又はこれら

の手続開始の決定がなされた後に文部科学省の審査を受けた一般競争参加資格の再認定を

受けている者であること。 
３）参加資格確認申請書等の提出期限の日から事業者の選定が終了するまでの期間に、文

部科学省又は本学から「建設工事の請負契約に係る指名停止等の措置要領について」（平

成１８年１月２０日付け１７文科施第３４５号文教施設企画部長通知）に基づく指名停止

措置を受けていないこと。 
４）最近１年間の国税（法人税、消費税）を滞納していない者。 
５）入札参加企業、入札参加グループの構成員又は協力会社のいずれかが、他の入札参加

企業、入札参加グループの構成員又は協力会社となっていないこと（現行事業者が運営業

務に係る協力会社であって、かつ他の入札参加企業、入札参加グループの運営業務に係る

協力会社となる場合を除く。）。また、入札参加企業、入札参加グループの構成員又は協

力会社のいずれかと資本関係若しくは人的関係において関連がある者が他の入札参加企業、

入札参加グループの構成員又は協力会社になっていないこと。 
６）警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者又はこれに準ずるものと

して、文部科学省発注工事等からの排除要請があり、当該状態が継続している者でないこ

と。 
 
（４）入札参加企業、入札参加グループの構成員及び協力会社の資格等要件 

入札参加企業、入札参加グループの構成員及び協力会社のうち、設計、建設、工事監理、

維持管理及び運営の各業務に当たる者は、それぞれ以下の要件を満たすこと。 
なお、複数の要件を満たす者は当該複数の業務を実施することができるものとする。た

だし、工事監理に当たる者と建設に当たる者を兼務することはできないものとする。 
１）設計に当たる者は以下の要件を満たすこと。 
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ア 文部科学省において令和３年度設計・コンサルティング業務に係る一般競争（指名競

争）参加資格の認定を受けていること。 
イ 経営状況が健全であること。 
ウ 不正又は不誠実な行為がないこと。 
エ 建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２３条の規定に基づく一級建築士事務所の

登録を行っていること。 
オ 平成１８年度以降に、担当者（相当程度の責任をもって業務に従事した者）として、

収容台数４００台以上の自走式立体駐車場の設計業務に従事し、完了した実績を１件以上

有する統括技術者及び主任技術者を専任で配置できること。なお、同じ技術者が複数の役

割及び分野を担当することを妨げるものではない。 
カ 設計業務を複数の者で実施する場合には、その全ての者が、ア、イ、ウ及びエの要件

を満たすこととし、オの要件は少なくとも１者が満たすこととする。 
２）工事監理に当たる者（建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第５条の４第４13項

の規定に基づき設置するものとする。）は次の要件を満たすこと。 
ア 上記１）アに同じ。 
イ 上記１）イに同じ。 
ウ 上記１）ウに同じ。 
エ 上記１）エに同じ。 
オ 平成１８年度以降に、担当者（相当程度の責任をもって業務に従事した者）として、

収容台数４００台以上の自走式立体駐車場の工事監理業務に従事し、完了した実績を１件

以上有する者を専任で配置できること。 
カ 建設に当たる者でないこと。また、建設に当たる者と資本関係又は人的関係がないこ

と。 
３）建設に当たる者は以下の要件を満たすこと。 
ア 文部科学省において建築一式工事及び建築一式工事以外の一般競争参加者の資格を有

し、各担当工事において「一般競争参加者の資格」（平成１３年１月６日文部科学大臣決

定）第１章第４条で定めるところにより算定した令和３年度の点数（一般競争（指名競争）

参加資格認定通知書の記２の点数）により、以下の等級の認定を受けていること。 
ａ 建築一式工事 Ａ又はＢ 
イ 提案内容に対応する建設業法（昭和２４年５月２４日法律第１００号）の許可業種に

つき許可を有しての営業年数が５年以上ある者であること。ただし、相当の施工実績を有

し、確実かつ円滑な共同施工が確保できると認められる場合においては、許可を有しての

営業年数が５年未満であっても同等として取扱うことができるものとする。 
ウ 建築一式工事に当たる者は、平成１８年度以降に元請として、収容台数４００台以上

の自走式立体駐車場の建設を行った実績を１件以上有すること。 
エ 複数の要件を満たす者は当該複数の工事を実施することができるものとし、また、同

一工事を複数の者で実施する場合にはその全ての者がア及びイの要件を満たすこととし、

ウの要件は少なくとも１者が満たすこととする。 
４）維持管理・運営に当たる者は以下の要件を満たすこと。 



7 
 

ア 文部科学省競争参加資格（全省庁統一資格）において令和３年度に関東・甲信越地域

の「役務の提供等」のＡ、Ｂ又はＣの等級に格付けされている者であること。 
イ 収容台数４００台以上の駐車場の維持管理・運営業務等を行った経験を有すること。 
ウ 維持管理・運営業務を複数の者で実施する場合には、その全ての者が、アの要件を満

たすこととし、イの要件は少なくとも１者が満たすこととする。 
 
３ 契約条項を示す場所 
 

〒３９０－８６２１ 長野県松本市旭３-１-１ 
国立大学法人信州大学環境施設部環境企画課 
TEL：０２６３－３７－２１４９ 
FAX：０２６３－３７－３３１１ 
Email：construction_bid@gm.shinshu-u.ac.jp 
HP：https://www.shinshu-u.ac.jp/guidance/organization/headquarters/facilities_section/ 

  （信州大学環境施設部ホームページ） 
 
４ 入札書等の提出及び開札の場所及び日時 
 
（１）入札書及び提案書の提出 
 参加資格を有するとの確認を受けた入札参加者は、次のとおり入札書及び提案書類を提

出すること。 
１）入札書には、事業期間の事業に係る総額を記載すること。 
２）提案書類は、様式集（様式１２～様式５２）により作成すること。 

本駐車場の駐車台数が８２０台未満の場合は失格となることに留意すること。 
３）提出期間  

令和３年１０月２７日（水）～ １１月１日（月）までの（土曜日、日曜日を除く。）

の午前８時３０分から午後５時まで（ただし１１月１日（月）は午後３時まで） 
４）提出方法  

入札書は、電子入札システムにより提出すること。紙入札方式による入札参加を承諾さ

れ、紙入札方式により入札を行うものは、持参又は郵送（書留郵便等の配達記録が残るも

のに限る。提出期限内必着。）のいずれかの方法で提出するものとし、電送によるものは

受け付けない。 
提案書類は持参又は郵送（書留郵便等の配達記録が残るものを必ず利用するものとする。）

のいずれかの方法で提出すること。電送によるものは受け付けない。 
５）提出場所 「３契約条項を示す場所」に同じ。 
６）提出部数 
 提案書類は製本（ファイル綴じ１０部）及びＰＤＦデータ（ＣＤ-Ｒに保存１式）を提

出すること。なお、（様式４７）事業収支計画表については、ＥＸＣＥＬデータ（ＣＤ-
Ｒに保存１式）も提出すること。 

mailto:construction_bid@gm.shinshu-u.ac.jp
/guidance/organization/headquarters/facilities_section/
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（２）開札の場所及び日時 
・場所 信州大学本部管理棟環境施設部会議室 
・日時 令和３年１１月４日（木）午前１０時 

開札は、電子入札システムにより行うこととし、入札事務に関係のない職員を立ち会わ

せて行う。また、入札参加者が紙による入札を行う場合には、当該紙による入札参加者は

開札時に立ち会うこと。１回目の開札に立ち会わない紙による入札参加者は、再度入札を

行うこととなった場合には、当該入札における執行官からの連絡に対して再度入札に参加

する意思の有無を直ちに明らかにすること。 
なお、開札においては入札価格が予定価格の範囲内か確認を行い、本学が設定する予定価

格の範囲内の入札価格を提出した入札参加者のみ、その後の事業者選定の対象となる。ま

た、事業者選定の対象となる者がいない場合に限り再度入札を行い。入札執行回数は、原

則として２回を限度とする。２回目の入札の執行は、本学が指定する日時に行う。最終の

入札を実施しても事業者選定の対象となる者がいない場合は、最低価格を提示した者と価

格交渉を行うものとする。 
 
５ 入札保証金および契約保証金に関する事項 
 
（１）入札保証金は免除する。 
 
（２）契約保証金は納付する。 

ただし有価証券等の提供又は金融機関等の保証をもって契約保証金の納付に代えること

ができ、公共工事履行保証証券による保証を付し、又は履行保証保険契約の締結を行い、

当該履行保証保険契約に係る保証証券を本学の契約担当者に提出した場合は契約保証金を

免除するものとする。また、選定事業者を被保険者とする履行保証保険契約が建設に当た

る者によって締結される場合は、その保険金請求権に、事業契約に定める違約金支払債務

及び損害賠償債務を被担保債務とする質権を本学のために設定するものとする。 
 
６ その他必要な事項 
 
 その他、詳細は入札説明書による。 
 
 


